
新潟市子どもふれあいスクール事業実施要綱 

                           

（事業の目的） 

第１条 新潟市が設置する小学校の施設を活用して，子どもたちの安心・安全な居場所を

設け，地域住民の参画・協力を得て，多様な活動及び異学年や大人との交流の機会を提

供し，心豊かなたくましい子どもたちを育むとともに地域の教育力向上を図るため，社

会教育法第五条第二項に基づく地域学校協働活動に関する事項に基づき，新潟市子ども

ふれあいスクール事業（以下「事業」という。）を実施する。 

 

（実施主体） 

第２条 事業は新潟市教育委員会地域教育推進課（以下「地域教育推進課」という。）と事

業を実施する新潟市立小学校（以下「実施校」という。）のＰＴＡとの共催で行う。 

２ 事業の実施については，事業の一部又は全部を適切な事業運営ができると認められる

事業者等に委託して行うことができる。 

                                 

（運営委員会の設置） 

第３条 実施校に子どもふれあいスクール運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設 

置する。 

 

（運営委員会の役割） 

第４条 運営委員会は次の役割を担う。 

（１） 本事業の運営方針及び運営要綱に関すること 

（２） 本事業の活動内容と評価に関すること 

（３） その他，本事業の推進に関すること 

 

（運営委員会の構成） 

第５条 運営委員会は，次に掲げる者で構成する。 

（１） ＰＴＡの代表 

（２） 学校の代表 

（３） 事業の運営にかかわる人員（以下「運営スタッフ」という。）の代表 

（４） 地域団体の代表 

（５） 地域教育推進課職員 

（６） その他，運営委員長が必要と認める者 

２ 運営委員会には，運営委員長を置き，構成する者の互選により選出する。 

 

（運営委員会の開催） 

第６条 運営委員長は，必要に応じて本事業にかかわる事項について協議するための運営 

委員会を開催する。 

 

（運営体制） 

第７条 地域教育推進課は，事業を実施するため，社会教育法第九条の七第一項に基づき，

次のとおり運営スタッフを実施校に配置する。ただし，第３号及び第４号については必

要に応じて配置する。 

（１） 運営主任(地域学校協働活動推進員)        

（２） 運営ボランティア          

（３） 事業ボランティア          

２ 運営主任(地域学校協働活動推進員)は，運営スタッフや学校との連絡調整及び情報交換



を行い，円滑な事業運営を行う。事業の企画・運営・安全管理を行い，活動現場を統括

する。 

３ 運営ボランティアは，運営主任を補佐し，子どもの活動の見守りや支援を行う。 

４ 事業ボランティアは，子どもの体験的な活動への指導を行う。 

 

（運営主任の配置等） 

第８条 運営主任は，子どもたちの健全育成に情熱をもち，ＰＴＡや地域から信頼を得て

いる者のうちから，各実施校の運営委員会の推薦により，教育委員会が委嘱する。 

２ 運営主任の任用期間は１年として，委嘱の日からその年度末までとする。 

３ 運営主任（地域学校協働活動推進員）は，「子どもふれあいスクール運営スタッフの勤

務について」「子どもふれあいスクールボランティアの心得」にしたがって服務する。 

 

（実施日時） 

第９条 事業の実施日時は，平日の放課後や土曜日の午前中の範囲内とし，運営委員会で

決定する。日曜日，祝日は実施日から除く。ただし，特別な行事等を行う場合はこの限

りではない。 

 

（活動場所） 

第１０条 事業の活動場所は，実施校の体育館・図書室・特別教室等の施設とし，学校の

教育活動に支障のない範囲内で，学校と調整のうえ運営委員会で決定する。  

 

（活動内容） 

第１１条 事業の活動内容は，身体活動，文化活動，学習活動等とし，地域や子どもの実

情に応じて運営委員会で決定する。 

 

（児童の管理） 

第１２条 活動および登下校時の児童の管理は次のとおりとする。 

（１） 活動時の児童管理は，地域教育推進課の管理下とする。 

（２） 平日の活動参加後の下校については学校管理下とする。 

（３） 土曜の場合の登下校については地域教育推進課の管理下とする。 

 

（対象児童） 

第１３条 事業の対象者は，実施校の在籍児童とする。ただし，運営委員会が対象者と認

めるときは，この限りではない。 

 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか，事業の実施に関し必要な事項は，地域教育推進

課が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

この要綱は，令和 ２年４月１日から施行する。 


